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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

2022年１月20日に提出いたしました第15期（自　2020年11月１日　至　2021年10月31日）有価証券報告書の記載事

項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　財務諸表等

(1）財務諸表

注記事項

重要な会計方針

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 
第一部 【企業情報】

第５ 【経理の状況】

１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

【注記事項】

(重要な会計方針)

 
（訂正前）

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(2) 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

譲渡制限付株式報酬制度

当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社の従業員に支給した報酬等については、対象勤務期間にわ

たって費用処理しております。

 
（訂正後）

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(2) 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

譲渡制限付株式報酬制度

当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社の従業員に支給した報酬等については、対象勤務期間にわ

たって費用処理しております。

 (追加情報)

「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　2020年３月31

日）を当事業年度の年度末に係る財務諸表から適用し、「関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採

用した会計処理の原則及び手続」として、譲渡制限付株式報酬制度に係る会計処理の方法を開示しておりま

す。
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